
１.規定内容に不足等がなく、改正は不要

２.規定内容に不足等はないが、運用について検討が必要

３.規定内容に不足等があり、改正が必要

↓ 1.2.3のいずれかを選択

第１章 ２・３を選んだ判断の根拠等を記入してください。

（目的）

第１条　この条例は、まちづくりの基本原則を定め、市民及び市の責務等を明らかにするとともに

、市政運営の原則等を定めることにより、市民自治によるまちづくりの推進を図ることを目的とする。

(定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)　市民　市内に住所を有する者、市内で働き、又は学ぶ者及び市内で活動する法人その他の

団体をいう。

(2)　市　議会及び市長その他の執行機関（以下「市長等」という。）をいう。

第２章　まちづくりの基本原則

第１節　基本原則

第３条　市民及び市は、まちづくりの理念にのっとり、次に掲げる原則に基づき、市民自治による

まちづくりを推進するものとする。

(1)　情報共有の原則　市民及び市がまちづくりに関する情報を共有すること。

(2)　市民参加の原則　市民の参加の下に市政運営が行われること。

(3)　協働の原則　市民及び市がそれぞれの役割及び責任に応じ、対等な関係で協力すること。



第２節　基本原則に基づく制度等（情報提供及び情報公開）

第４条　市は、まちづくりに関する情報の市民との共有の推進を図るため、適時に、かつ、適切な

方法により、分かりやすく、まちづくりに関する情報を市民に提供する措置を講じるとともに、別に

条例で定めるところにより、市民の請求により市が保有する情報を開示する制度を設けるものと

する。

(市民参加）

第５条　市は、市政運営への市民の参加（以下「市民参加」という。）を推進するため、別に条例で

定めるところにより、市民参加に関する制度を設けるものとする。この場合において、当該条例に

は、次の事項を定めるものとする。

(1)　市民参加の方法及びその適切な選択並びに市民参加の実施の周知に関する事項

(2)　審議会等に原則として公募による委員を加えることに関する事項

(3)　市民がまちづくりに関する政策を提案するための仕組みに関する事項

(4)　その他市民参加に関し必要な事項

（住民投票）

第６条　市は、市政の重要な課題に関する市民の意思を直接確認するため、別に条例で定める

ところにより、住民投票を行うことができる。

２　市は、前項の住民投票の結果を尊重するものとする。

（協働の推進）

第７条　市は、市民と協働してまちづくりにおける課題の解決を図るために必要な措置を講じるよ

う努めるものとする。この場合において、市は、市民の自主的かつ自立的な活動を尊重しなけれ

ばならない。



第３章　市民

（市民の権利）

第８条　市民は、政策の立案、実施及び評価の過程に参加する権利を有する。

２　市民は、市の保有する情報について知る権利を有する。

３　市民は、前２項の権利を行使し、又は行使しないことを理由に不利益な取扱いを受けない。

（市民の責務）

第９条　市民は、まちづくりの主体としての役割を自覚し、市民相互の自主性及び自立性を尊重

するとともに、自ら又は協働して市民自治によるまちづくりの推進に努めるものとする。

２　市民は、市民参加又は協働において、自らの発言及び行動に責任を持つとともに、将来の世

代に配慮するよう努めるものとする。

第４章　議会

（議会の役割）

第１０条　議会は、市民の代表者である議員により構成された議事機関として、市の重要な意思

決定を行うとともに、市長等による事務の執行を監視し、及び政策を立案する権限を有する。

(議会の運営）

第１１条　議会は、討議を充実させることにより、その役割を果たすものとする。

２　議会は、議会の会期、議案の内容、審議の経過その他の議会の活動に関する情報を市民に

分かりやすく提供するものとする。

３　議会は、必要に応じ、公聴会の開催その他市民の意見をその活動に反映させるために必要

な措置を講じるよう努めるものとする。

 ４　議会は、議会運営を効果的に行うため、議会事務局の機能の充実に努めるものとする。



(議員の責務）

第１２条　議員は、市民の信託に応えるため、その職務を誠実に果たさなければならない。

２　議員は、議会の機能が十分発揮されるようにするため、市政に関する調査研究に努めるもの

とする。

第５章　市長等

（市長の責務）

第１３条　市長は、市の代表者として市民の信託に応えるため、市政運営を総合的かつ効率的に

行うとともに、その公正の確保と透明性の向上を図らなければならない。

２　市長は、市政運営に関する各年度及び中長期の方針並びに当該方針に基づく政策、財源等

について明らかにしなければならない。

３　市長は、常に簡素で効率的な組織の運営に努めなければならない。

(執行機関の責務）

第１４条　執行機関（市長を除く。）は、その権限に基づき、自らの判断と責任においてその職務を

誠実に管理し、及び執行しなければならない。

(職員の責務）

第１５条　職員は、市民の視点に立って、誠実、公正かつ効率的にその職務を遂行しなければな

 らない。

２　職員は、まちづくりの課題に適切に対応する能力の向上に努めなければならない。



第６章　市政運営の原則

(説明責任）

第１６条　市は、市民に対し、市政運営に関する内容及び経過を分かりやすく説明する責任を有

する。

(総合計画）

第１７条　市長は、市政を総合的かつ計画的に運営するため、基本構想を定めるとともに、その

実現を図るための基本的な計画及び実施に関する計画を定めるものとする。

２　市長等は、総合計画（前項に規定する基本構想、基本的な計画及び実施に関する計画をいう

。以下同じ。）以外の計画の策定及び実施に当たっては、総合計画との整合性を確保するよう努

めるものとする。

３　市長等は、総合計画その他の計画の策定に当たっては、行政評価の評価基準となることを考

慮するとともに、その実施に当たっては進行状況を適切に把握し、定期的に当該計画の内容につ

いて検討するものとする。

(健全な財政運営）

第１８条　市長は、すべての会計を通じた財政運営の状況を分析するとともに、財政運営に関す

る計画を定めることにより、財政の健全な運営に努めなければならない。

２　市長は、予算の編成に当たっては、総合計画との整合性を確保するとともに、行政評価の結

果を反映させるよう努めなければならない。

３　市長は、予算及び決算の内容並びに財政運営の状況を市民に分かりやすく公表しなければな

らない。

４　市長は、必要に応じて専門家による財政診断又は外部監査契約（地方自治法第２５２条の２７

第1項に規定する外部監査契約をいう。）による監査を行うものとする。



(出資法人等）

第１９条　市長等は、市が出資し、若しくはその運営のための補助をし、又は職員を派遣している

法人その他の団体（以下「出資法人等」という。）に関し、市からの出資、補助及び職員の派遣の

状況等を定期的に公表するものとする。

２　市長等は、出資法人等に対する出資、補助及び職員の派遣の目的、効果及び必要性につい

て定期的に調査及び検討を行い、その結果を公表するものとする。

(政策法務）

第２０条　市は、まちづくりに関する政策を実現するため、必要に応じて条例、規則その他の規程

（以下「条例等」という。）の制定及び改廃を行うとともに、法令等の自主的かつ適正な解釈及び運

用に努めるものとする。

(職員の任用及び育成）

第２１条　市は、まちづくりの課題に適切に対応できる職員を公正かつ適正な手続により任用す

るものとする。

２　市は、適材適所の職員配置を行うとともに職員研修の充実に努めることにより、職員の政策

形成能力、法務能力その他のまちづくりに必要な能力の向上を図るものとする。

（行政手続）

第２２条　市長等は、条例に基づく処分、行政指導及び届出に関する手続並びに規則等を定める

手続きに関して共通する事項を定めることにより、行政手続における公正の確保と透明性の向上

を図らなければならない。

２　前項に規定する手続に関して共通する事項は、別に条例で定める。



(行政評価）

第２３条　市長等は、効果的かつ効率的な市政運営を図るため、市の政策等について適切な評価

基準に基づく行政評価を実施し、その結果を政策等に反映させるよう努めるとともに、行政評価に

関する情報を分かりやすく市民に公表するものとする。

２　市長等は、市民、専門家等による外部評価の仕組みを整備するよう努めるものとする。

(個人情報の保護）

第２４条　市は、市民の個人情報の保護を図るため、別に条例で定めるところにより、市が保有　

する個人情報の開示等を請求する権利を保障するとともに、個人情報の収集、利用その他の取

扱いを適正に行うものとする。

（意見、要望等への対応）

第２５条　市は、市政運営に関する市民からの意見、提案、要望、苦情等に対し、速やかに調査

検討その他の必要な措置を講じ、誠実に対応しなければならない。

(危機管理）

第２６条　市長等は、災害等の緊急時に備え、市民の生命、身体及び財産の安全性の確保及び　

向上並びに総合的かつ機能的な危機管理の体制の整備に努めなければならない。

２　市長等は、危機管理の体制を強化するため、市民の危機管理に対する意識を醸成し、並びに

市民、関係団体等との連携及び協力を図るよう努めるものとする。

(他の市町村等との連携協力）

第２７条　市は、共通する課題の解決を図るため、他の市町村と相互に連携を図りながら協力する

ものとする。

２　市は、政策を実施するため必要があるときは、国及び北海道との役割分担を踏まえ、国及び北

海道に対して適切な措置を講じるよう提案するとともに、相互に連携を図りながら協力するものと

する。



第７章　条例の位置付け

(条例の位置付け）

第２８条　　市は、条例等の制定及び改廃、法令等の解釈及び運用その他市政運営に当たっては

この条例の趣旨を最大限に尊重して行わなければならない。

２　市は、この条例の趣旨に基づき、各分野における基本条例等を制定し、及びこれらの条例と

他の条例等とを体系的に整備するよう努めなければならない。

（条例の見直し）

第２９条　市は、この条例の施行の日から起算して４年を超えない期間ごとに、この条例の規定

について検討を加え、その結果に基づいて必要な見直しを行うものとする。

第８章　苫小牧市民自治推進会議

第３０条　市長の附属機関として、苫小牧市民自治推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。

２　推進会議は、市長の諮問に応じ、この条例の運用の状況及び市民自治によるまちづくりに関

する基本的事項について調査審議するほか、市民自治によるまちづくりの推進に関し市長に意見

を述べることができる。

３　推進会議は、委員１０人以内をもって組織する。

４　委員は、市民及び学識経験者のうちから市長が委嘱する。

５　委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

６　前各項に定めるもののほか、推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。



その他　自治基本条例全体について何かありましたら、自由に記入してください。



その他　自治基本条例全体について何かありましたら、自由に記入してください。


